
特別児童扶養手当

知的障害・精神の障害に係る等級判定ガイドライン素案 
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障害等級の判定 

障害認定基準に基づく障害の程度の認定については、このガイドラインで定める 

後記１の「障害等級の目安」を参考としつつ、後記２の「総合評価の際に考慮すべ

き要素の例」で例示する様々な要素を考慮したうえで、障害認定審査医員（以下「認

定医」という。）が専門的な判断に基づき、総合的に判定する（以下「総合評価」と

いう。）。 

 総合評価では、目安とされた等級の妥当性を確認するとともに、目安だけでは捉

えきれない障害ごとの特性に応じた考慮すべき要素を診断書等の記載内容から詳

しく診査したうえで、最終的な等級判定を行うこととする。 

１． 障害等級の目安 

診断書の記載項目のうち、「障害のため要する援助の程度」の評価及び「日常

生活能力の判定」の評価を組み合わせて、どの障害等級に相当するかの目安

とする（表１参照）。「日常生活総合スコア」は、「日常生活能力の判定」の８

項目において、年齢相応の項目は０点、年齢不相応の項目は、「１人でできる」

「できる」「わかる」の場合は１点、「部分的な身体介助を要する」「少しはで

きる」「少しはわかる」の場合は２点、「全面的な身体介助を要する」「全くで

きない」「全くわからない」の場合は３点とし、それぞれの点数を合計して算

出する。 

２． 総合評価の際に考慮すべき要素の例 

診断書の記載項目（「障害のため要する援助の程度」及び「日常生活能力の判定」

を除く。）を４つの分野（現在の病状又は状態像、療養状況、生活環境、その他）

に区分し、分野ごとに総合評価の際に考慮することが妥当と考えられる要素と

その具体的な内容例を示したもの（表２参照）。 

３． 等級判定にあたっての留意事項 

(1)障害等級の目安

① 「障害のため要する援助の程度」の評価と「日常生活総合スコア区分」と

の整合性が低く、参考となる目安がない場合は、必要に応じて診断書を作

成した医師（以下「診断書作成医」という。）に内容確認するなどしたう

えで、「障害のため要する援助の程度」及び「日常生活能力の判定」以外

の診断書等の記載内容から様々な要素を考慮のうえ、総合評価を行う。

② 障害等級の目安が「１級又は２級」など複数になる場合は、総合評価の

段階で両方の等級に該当する可能性を踏まえて、慎重に等級判定を行う。 

(2)総合評価の際に考慮すべき要素

① 考慮すべき要素は例示であるので、例示にない診断書の記載内容につい

ても同様に考慮する必要があり、個別の事案に即して総合的に評価する。 

② 考慮すべき要素の具体的な内容例では「２級の可能性を検討する」等と

記載しているが、例示した内容だけが「２級」の該当要件ではないこと
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に留意する。 

③ 考慮すべき要素の具体的な内容例に複数該当する場合であっても、一律

に上位等級にするのではなく、個別の事案に即して総合的に評価する。 

 

(3)総合評価 

① 診断書の記載内容に基づき個別の事案に即して総合的に評価した結果、

目安と異なる等級になることもあり得るが、その場合は、合理的かつ明

確な理由をもって判定する。 

② 障害認定基準に規定する「症状性を含む器質性精神障害」について総合

評価を行う場合は、「精神障害」「知的障害」「発達障害」の区分にとらわ

れず、各分野の考慮すべき要素のうち、該当又は類似するものを考慮し

て、評価する。 

 

(4)再認定時の留意事項  

 ガイドライン施行後の再認定にあたっては、下位等級への変更や非該当へ

の変更を検討する場合は、前回認定時の診断書や照会書類等から認定内容を

確認するとともに、受給者や家族、診断書作成医への照会を行うなど、認定に

必要な情報収集を適宜行い、慎重に診査を行うよう留意する。 

 

 

  

26



〔表１〕障害等級の目安 

 

 
 

障害のため要する援助の程度 

５ ４ ３ ２ １ 

日
常
生
活
総
合
ス
コ
ア
区
分 

20－24 1 級 1－2級    

15－19 1－2 級 1－2級 1－2級   

10－14  1－2 級 2 級   

5－9  2 級 2 級 2 級－非  

0－4   2 級－非 2 級－非  

 

 

 

《表の見方》 

1. 「障害のため要する援助の程度」は、診断書の記載項目である「障害のため要す

る援助の程度」の５段階評価を指す。 

2. 「日常生活総合スコア区分」は、診断書の記載項目である「日常生活能力の判定」

の８項目において、年齢相応の項目は０点、年齢不相応の項目は、「１人でできる」

「できる」「わかる」の場合は１点、「部分的な身体介助を要する」「少しはできる」

「少しはわかる」の場合は２点、「全面的な身体介助を要する」「全くできない」

「全くわからない」の場合は３点とし、それぞれの点数を合計して算出する。 

 

《留意事項》 

  障害等級の目安は総合評価時の参考とするが、個々の等級判定は、診断書等に記

載される他の要素も含めて総合的に評価されるものであり、目安と異なる認定結果

となることもあり得ることに留意して用いること。 
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〔表２〕総合評価の際に考慮すべき要素の例 

 

①現在の病状又は状態像 

  

考慮すべき要素 

 

具体的な内容例 

 

 

 

共通事項 

○ 認定の対象となる複数の精神疾患

が併存しているときは、併合（加重）

認定の取扱いは行わず、諸症状を総合

的に判断する。 

 

― 

○ ひきこもりについては、精神障害の

病状の影響により、継続して日常生活

に制限が生じている場合は、それを考

慮する。 

 

― 

 

 

 

 

 

 

精神障害 

 

 

○ 統合失調症については、療養及び症

状の経過（発病時からの状況、最近１

年程度の症状の変動状況）や予後の見

通しを考慮する。 

 

― 

○ 統合失調症については、妄想・幻覚

などの異常体験や、自閉・感情の平板

化・意欲の減退などの陰性症状（残遺

状態）の有無を考慮する。 

・陰性症状（残遺状態）が長期間持続

し、自己管理能力や社会的役割遂行

能力に著しい制限が認められれば、

１級または２級の可能性を検討す

る。 

○ 気分（感情）障害については、現在の

症状だけでなく、症状の経過（病相期間、

頻度、発病時からの状況、最近１年程度

の症状の変動状況など）及びそれによる

日常生活活動等の状態や予後の見通し

を考慮する。 

・適切な治療を行っても症状が改善せ

ずに、重篤なそうやうつの症状が長

期間持続したり、頻繁に繰り返して

いる場合は、１級または２級の可能

性を検討する。 

 

 

 

知的障害 

○ 知能指数を考慮する。ただし、知能指

数のみに着眼することなく、日常生活の

様々な場面における援助の必要度を考

慮する。 

 

― 

 

○ 不適応行動を伴う場合に、診断書の

「現在の病状又は状態像」の⑦発達障害

と合致する具体的記載があれば、それを

考慮する。 

 

 

― 
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発達障害 

○ 知能指数が高くても日常生活能力が

低い（特に対人関係や意思疎通を円滑に

行うことができない）場合は、それを考

慮する。 

 

― 

○ 不適応行動を伴う場合に、診断書の

「現在の病状又は状態像」の⑥知的障害

または⑦発達障害と合致する具体的記

載があれば、それを考慮する。 

 

― 

○ 臭気、光、音、気温などの感覚過敏が

あり、日常生活に制限が認められれば、

それを考慮する。 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

てんかん 

○ 発作の重症度や発作頻度、また、それ

に起因して発作間欠期にみられる様々

な程度の精神神経症状や認知障害など

を考慮する。 

 

 

 

  

・十分な治療にかかわらず、てんかん

性発作の A又は Bが月 1回以上あ

り、かつ、常時の援助が必要なもの

は 1級の可能性を検討する。 

・十分な治療にかかわらず、てんかん

性発作の A又は Bが年 2回以上あ

り、もしくは、C又は Dが月に 1回

以上あり、かつ、日常生活が著しい

制限を受けるものは 2級の可能性を

検討する。 

（注）発作のタイプは以下の通り 

A:  意識障害を呈し、状況にそぐわな

い行為を示す発作 

B:  意識障害の有無を問わず、転倒す

る発作 

C:  意識を失い、行為が途絶するが、

倒れない発作 

D:  意識障害はないが、随意運動が失

われる発作 
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②療養状況

考慮すべき要素 具体的な内容例 

共通事項 

○ 通院の状況（頻度、治療内容など）を

考慮する。薬物治療を行っている場合

は、その目的や内容（種類・量（記載が

あれば血中濃度）・期間）を考慮する。ま

た、服薬状況も考慮する。 

 通院や薬物治療が困難又は不可能で

ある場合は、その理由や他の治療の有無

及びその内容を考慮する。 

― 

精神障害 

○ 入院時の状況（入院期間、院内での病

状の経過、入院の理由など）を考慮する。 

・病棟内で、本人の安全確保などのため

に、常時個別の援助が継続して必要

な場合は、１級の可能性を検討する。 

○ 在宅での療養状況を考慮する。 ・在宅で、家族や重度訪問介護等から常

時援助を受けて療養している場合

は、１級または２級の可能性を検討

する。 

知的障害

発達障害 

○ 著しい不適応行動を伴う場合や精神

疾患が併存している場合は、その療養状

況も考慮する。 

― 
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③生活環境 

  

     考慮すべき要素 

 

    具体的な内容例 

 

 

 

 

共通事項 

 

 

 

○ 家族等の日常生活上の援助や福祉サ

ービスの有無を考慮する。 

・日常的に福祉サービスを受けること

によって生活できている場合（現に

福祉サービスを受けていなくても、

その必要がある状態の場合も含む）

は、それらの支援の状況（または必要

性）を踏まえて、２級の可能性を検討

する。 

 

精神障害 

 

 

― 

 

― 

 

 

知的障害 

発達障害 

 

○ 在宅での援助の状況を考慮する。 ・ 在宅で、家族や重度訪問介護等から

常時個別の援助を受けている場合は、

１級または２級の可能性を検討する。 

 

 

④その他 

 

 

 

    考慮すべき要素 

 

   具体的な内容例 

 

 

 

共通事項 

○「障害のため要する援助の程度」と「日

常生活総合スコア」に齟齬があれば、そ

れを考慮する。 

 

― 

○「日常生活総合スコア」が低い場合であ

っても、各障害の特性に応じて特定の項

目に著しく偏りがあり、日常生活に大き

な支障が生じていると考えられる場合

は、その状況を考慮する。 

 

 

― 

 

 

精神障害 

○ 依存症については、精神病性障害を示

さない急性中毒の場合及び明らかな身

体依存が見られるか否かを考慮する。 

 

― 
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知的障害 

○ 発育・養育歴、教育歴などについて、

考慮する。 

・ 特別支援教育、またはそれに相当す

る支援の教育歴がある場合は、２級

の可能性を検討する。

○ 療育手帳の有無や区分を考慮する。 ・ 療育手帳の判定区分が中度以上（知

能指数がおおむね５０以下）の場合

は、１級または２級の可能性を検討

する。

それより軽度の判定区分である場合

は、不適応行動等により日常生活に

著しい制限が認められる場合は、２

級の可能性を検討する。

発達障害 

○ 発育・養育歴、教育歴、専門機関によ

る発達支援、発達障害自立訓練等の支援

などについて、考慮する。 

― 

○ 知的障害を伴う発達障害の場合、発達

障害の症状も勘案して療育手帳を考慮

する。 

・ 療育手帳の判定区分が中度より軽

い場合は、発達障害の症状により日

常生活に著しい制限が認められれ

ば、１級または２級の可能性を検討

する。 

○ 知的障害を伴わない発達障害は、社会

的行動や意思疎通能力の障害が顕著で

あれば、それを考慮する。 

― 

○ 青年期以降に判明した発達障害につ

いては、幼少期の状況、特別支援教育ま

たはそれに相当する支援の教育歴を考

慮する。 

― 
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